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研究成果の概要（和文）：本研究では履歴系や流体系などの多様な免震部材に対応する新たな免

震建物の設計用地震荷重分布を提案した。また、免震建物の地震荷重分布の特性を、両端自由

振動モードを用いたモーダルアナリシスによって分析した。さらに、様々な解析モデルに対す

る設計用地震荷重分布の適用性を検証した。 

 
研究成果の概要（英文）：This study proposes a vertical distribution of seismic design load 
of seismically isolated buildings corresponding to diversity of seismic isolation devices 
such as hysteretic dampers and/or velocity-dependent dampers. And, the distribution of 
seismic load is explained by non-linearity modal analysis with free-free vibration mode. 
In addition, it is confirmed that this proposed method adapts to various model of 
seismically isolated buildings. 
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１．研究開始当初の背景 

免震建物は兵庫県南部地震(1995)以降、地
震発生下での有効性が認知され、急速に建設
数を増やしており、日本は国際的に最も免震
建物が普及している国となっている。また、
従来型の積層ゴム支承に加えて、転がり支承
や低摩擦すべり支承など 1000 トンを超える
荷重支持能力や引抜き力に抵抗する機構を
兼ね備えた新しい免震デバイスが開発され、

免震構造のシステム構成は近年多様化して
いる。2000 年には免震建築物に関する技術的
基準（建設省告示 2009 号）が制定され、告
示の適用範囲内であれば時刻歴応答解析に
よらない構造計算が可能であり、免震告示に
基づく免震建物も近年増加している。 
一方で、この免震告示の問題点が指摘され

るようになり、特に設計用せん断力係数の計
算方法が地震応答を過小評価することが懸
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念されている。そのため、せん断力係数分布
に影響する構造パラメータの再評価や設計
用せん断力係数分布の新提案が行われてい
るが、設計パラメータの煩雑さ、設計用とし
ての簡潔性・利便性を欠くため実用に供され
ていない実情がある。 
 
２．研究の目的 

免震建物の設計用せん断力係数分布の提
案を最終目的として、地震応答構造の分析を
行う。地震応答構造の分析とは、免震構造の
特徴である剛体モードと上部構造の応答を
支配する高次モードの影響度（全体応答への
寄与率）の評価である。分析には、Skinner の
モード掃引法を援用し、応答構造を支配する
主要パラメータの抽出を行う。さらに、免震
デバイスと上部構造の構造特性を相対的に
評価し得る指標を考案し、高次モード応答に
よるせん断力係数の応答増幅との関係を定
量化する。定量化に際しては、地震動特性の
影響を考慮し、これらの結果から設計式の導
出を図る。 
 
３．研究の方法 

本研究の目的を達成するために次の 4つの
検討を行う。 
(1)各種影響因子を考慮した時刻歴応答解析 

免震建物の設計クライテリアとなる免震
層の最大応答変位と上部構造のせん断力係
数に対する各種影響因子（上部構造、免震デ
バイスおよび地震動特性）の分析を行う。 
(2)地震応答構造の分析 

地震応答解析結果に対して、両端自由振動
モードを用いたモード掃引法を適用して応
答構造の分析（モーダルアナリシス）を行う。 
(3)免震建物の構造特性指標の構築 

免震デバイスと上部構造の構造特性を相
対的に評価し得る構造特性指標を考案する。 
(4)設計用せん断力係数の提案 

設計用せん断力係数分布の算定式を誘導
する。構造特性指標と高次モードによる応答
増幅の関係を定量化し、最終的に日本建築学
会免震構造設計指針と同型の設計式を提案
する。 
 
４．研究成果 

本研究では、高次モード応答を十分に評価
し得る 10 質点系せん断モデル（免震建物モ
デル）を用いて、建物固有周期やダンパーの
特性、入力地震動をパラメータとした多数の
時刻歴応答解析を実施した。その解析データ
に基づいて以下に示す成果を得た。 

 
(1)設計用地震荷重分布の提案式 
①免震告示による評価法 

免震告示では、建物各階の設計用せん断力
係数分布 iを次式で与えている。 
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ここに、：免震部材の力学特性のばらつき
等の影響を考慮する係数、 isoQ ：免震層の最
大応答せん断力、M：上部構造の総質量、g：
重力加速度、 iA ：建築基準法の基準せん断力
係数分布、 hQ 、 vQ 、 eQ ：それぞれ、履歴型
ダンパー、速度依存型ダンパー、弾性支承が
免震層の基準変位時に負担するせん断力 
(1)式は、弾性支承の負担せん断力係数は

上部構造で増幅せず、上部構造の応答増幅は
専らダンパーに支配されるという知見に基
づき、ダンパーの負担分に対し高さ方向増幅
を iA 分布で評価した簡便な評価方法であり、
履歴型のみを考慮した場合では、図 1の分布
となる。 
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図 1 設計用せん断力係数分布 
 
②本研究による提案法 
本研究では、免震告示や日本建築学会免震

構造設計指針の評価法の構成を踏襲し、 iA 分
布による応答増幅作用を補正する増幅率 ieq,
を導入したせん断力係数分布 i を(2)式で提
案する。 
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増幅率 ieq, は、履歴型および速度依存型ダ
ンパーによる応答増幅の程度を表し、(3)式
で求められる。 Nは上部構造の層数である。 
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   (3) 

eq は直線に近似した ieq, 分布の最上層の
値であり、 eq を免震の隔絶度を表す指標で
ある等価免震係数 eqI で評価するのが本評価
式の特色である。しかし、この eqI は、skinner
らの免震係数 I の定義とは異なることに注意
されたい。 
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0TTI eqeq     (5) 

ここに、 eqT ：等価免震係数算定のための免
震層のみかけの初期剛性 eqK に対する等価周
期（= eqKM2 ）、 0T ：上部構造基礎固定時
の 1次固有周期 
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ここに、 sk ：履歴型要素の初期剛性、 fk ：
弾性支承の剛性 

(2)式から(6)式で算出する設計用せん断
力係数分布の計算フローを図 2に示す。この
(6)式は、skinner らの免震係数 I と異なり、
履歴型と速度依存型のダンパーの負担せん
断力に応じて履歴型の剛性を低減すること
で速度依存型の効果を取り入れた等価免震
係数 eqI を算出するための“みかけの初期剛
性”である。ただし、(6)式では速度依存型
に対し履歴型が支配的となるケースにおい
て、地震応答を過大評価する場合もある。こ
れをより適切に評価するためには、等価免震
係数 eqI の詳細計算法を用いる必要がある。 
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図 2 設計用せん断力係数分布の算定フロー 
 
③提案式の特徴 

(4)式における eq と eqI の関係式は、図 3に
示す時刻歴応答解析から得られた eq の平均
値を捉えるように決定している。 
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図 3 等価免震係数 eqI と eq の関係 

 

eq は、 eqI の減少に伴い増加し、入力地震
動によるばらつきも大きくなる。 5.3eqI の
領域は免震告示(1)式が地震応答を過小評価

する可能性が高い範囲を示しており、一方、

eqI5.3 では iA 分布による高さ方向への応答
増幅を低減させる領域も存在することを示
している。 
免震建物において時刻歴応答解析の結果

から認識されてきた“履歴型のみに比べ速度
依存型を併用した場合には、上部構造での応
答が低減される”という知見に対して、導入
するダンパー量や上部構造との周期比で等
価免震係数 eqI を算出することで上部構造で
の応答増幅作用の変動(増幅率 ieq, )を連続的
かつ定量的に捉えることができる(図 4)。こ
れにより設計時に免震部材の特性を容易に
かつ適切に評価した地震荷重の分布形を設
定することが可能となる。 
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図 4 eq と eqI を用いた提案式の特性 

 
(2)地震応答構造の分析 
Skinner らの両端自由振動モードを用いた

非線形モーダルアナリシスにより、せん断力
係数分布の応答増幅に及ぼす高次モード応
答の影響度を把握し、等価免震係数 eqI に対す
る増幅率 ieq, の変動メカニズムおよび高次モ
ード応答の発生要因を分析した。 
①両端自由振動モードによるモード分析 
両端自由振動モードは、免震層の剛性を 0

とした場合の振動モードであり、免震建物の
振動特性を包括的に表現するのに有効とさ
れる。上部 N質点の免震建物について、免震
層の剛性を 0とした剛性行列 FFK 、質量行列
M とすれば両端自由振動モードの s次固有ベ
クトル FFus と固有振動数 FFs の関係は次式
となる。 

FF
2
FFFFFF uMuK sss        (7) 

免震層の抵抗力 isoQ 、地動加速度 gy とする
と、相対変位ベクトル y についての振動方程
式は次式となる。 
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ここに、C：減衰行列、 n0 ：n 次のゼロベ
クトル、1 :要素が全て 1の列ベクトル 

固有ベクトル FFus を用いて(8)式を展開す
ると(9)式となる。なお、減衰項の振動モー
ド間での連成は無視する。 
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ここに、 hs ： s次モードの減衰定数、 FF,1us ：
s次固有ベクトルの上部構造第 1 層の成分、

FFΓs ： s次刺激係数 
(9)式は、1次モード( s =1)の場合では、固

有振動数 FF1 =0、刺激関数 1u  FF1FF1Γ となる
ことから(10)式となり、高次モード( s≧2)の
場合では、 0u  FFFF ss Γ となるため(11)式と
なる。 
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ここに、 Tm ：建物全質量 
(11)式より、高次モード応答は、免震層の

抵抗力 isoQ による加振で生じることになる。 

isoQ の時刻歴波形には、入力地震動および
免震部材の特性が反映されるため、これを分
析することで各次モードへの影響が評価可
能となる。ここで、 Tiso mQ に対する相対加速
度応答スペクトル ),()(1 hTS ssrela を用いて、高
次モード( s≧2)の相対加速度応答の最大値

maxys を求めると、(10)式と(11)式の関係か
ら次式となる。 
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この加速度より各次モードの最大せん断
力係数を、さらに SRSS により地震応答の最
大値を近似的に表現すると以下の式となる。 
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②せん断力係数分布の高次モード応答 
(13)式から(15)式により各次モードのせ

ん断力係数および SRSS を用いた最大応答せ
ん断力係数分布（5 次モードまで考慮）を算
出し、時刻歴応答との比較を図 5に示す。速
度依存型ダンパーに対して履歴型ダンパー
では全体応答に対する高次モード応答の寄
与度が高いことが確認できる。 
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図 5 各次モードのせん断力係数分布 
 

図 6 に最上層のせん断力係数 10 と免震係
数 eqI の関係を示す。 eqI が小さい範囲で高次モ
ード応答の影響が強くなる傾向にあり、提案
式は免震係数 eqI に対する増幅率 ieq, の導入に
より、高次モードによるせん断力係数の増幅
を適切に表現していることが確認できる。 
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図 6 せん断力係数 10 と免震係数 eqI の関係 
 
(3)各種免震部材による応答増幅作用 
各種免震部材が免震層の相対加速度スペ

クトル ),()(1 hTS ssrela に及ぼす影響を分析した。
表 1に解析モデルを示す。履歴型のみを使用
した状態(HD100)を基準とし、免震層の最大
応答変位が一定となるように徐々に履歴型
の負担せん断力を減らし、代わりに速度依存
型で減衰を確保するものとし、最終的には速
度依存型のみ(VD100)となるものとする。 
 
表 1 ダンパー特性による解析パラメータ 

 タ HD100 HD80 HD60 HD50 HD40 HD20 VD100

履 履 履 履 履
速 速 速 速 速

リリーフ速度V r

減衰低減率γ
初期減衰定数h － 9.9% 19.8% 24.5% 28.7% 37.3% 46.5%
等価減衰定数h eq － 3.5% 7.4% 9.5% 11.6% 16.4% 22.4%

免震層 応答変位δmax (cm) 46.0 46.0 46.0 45.9 45.9 45.9 46.0

1.00 1.60 1.81 1.96 2.26 3.54 5.00等価免震係数I eq

CASE名

上部構造T 0  (10質点系)[sec ] 基礎固定:0.8　　(両端2次：0.45，両端3次：0.23)

使用するダンパー 履 速

－

速度依存型
ダンパー

32cm/s

0.068

履歴型
ダンパー

降伏変位δ y 1.0cm

降伏せん断力係数α s 0.06 0.048 0.036 0.03 0.024 0.012

 

 
図 7 に示す各モデルの ),()(1 hTS ssrela は、速

度依存型要素が加わるにつれて全体的に応
答が小さくなり、両端自由の 2 次、3 次での
周期帯でも変動が大きい。HD60 における isoQ
を部材別の負担せん断力 eQ 、 hQ 、 vQ に分解
したものを図 8 に示し、免震層 isoQ に対する
比率を各周期帯で表したものを図 9 に示す。
ここでは、履歴型と速度依存型の負担耐力 hQ 、

vQ を単純和しダンパー群として評価する

vh QQ  のスペクトルも併せて示す。 
このダンパー群のスペクトル vh QQ  と弾

性支承のスペクトル eQ を SRSS したものが免
震層の応答値を的確に捉えていることから、
上部構造の応答増幅を発生させる両端自由
の高次モード周期帯におけるスペクトルで
は、履歴型および速度依存型の割合が支配的
であり、免震告示や提案式におけるダンパー
の負担耐力 vh QQ  にせん断力係数の増幅を
考慮する構成が妥当であるといえる。 
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図 7 免震層の相対加速度スペクトル 
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図 8 部材別の加速度スペクトル 
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図 9 免震層に対する割合 

 
これらの相対加速度応答スペクトルより

算出した高次モードの加速度応答分布を図
10 に示す。ここで、比較としてダンパーなし
の場合の分布も示している。ダンパーなしで
は、2次と3次のモード応答は極めて小さく、
ダンパーを加えることによって短周期帯の
スペクトルが増すことから高次モード応答
が励起されることになる。また履歴分のみ
(HD100)に対して速度依存型が少量でも加わ
った際の高次モードの変動が大きいことが
認められ、既往研究による知見とも整合する。 

図 11 に示す(13)式から(15)式によるせん
断力係数においても(a)時刻歴と(b)SRSS の
対応は良好である。(c)提案式においては、
応答値をやや大きめに設定する傾向だが、
(d)時刻歴に対する倍率でみれば全体的な分

布の平均値を捉えられている。以上より、本
研究課題で提案する非線形モーダルアナリ
シスおよびせん断力係数の評価式が妥当で
あることが確認される。 
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図 10 各次モードの応答加速度分布 
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図 11 せん断力係数分布 
 
(4)まとめ 
本研究課題では、免震告示の過小評価を改

善する免震建物の新たな設計用せん断力係
数分布の評価式を提案した。本評価法は、ダ
ンパーの種別を問わず、上部構造での応答増
幅作用の変動を連続的かつ定量的に捉えら
れ実務的にも有効性の高い評価式といえる。
さらに免震建物における高次モード応答の
影響度を分析し、提案した増幅率は高次モー
ド応答によるせん断力係数の増幅を適切に
評価しており、評価式の妥当性が確認された。 
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